
（注） 本資料は、「フォローアップ調査（平成24年7月）一覧表」（平成24年10月４日 規制・制度改革委員会
報告）中の「エネルギー分野における規制・制度改革に係る方針」（平成24年４月３日 閣議決定）を
抜粋したものである。

「エネルギー分野における規制・制度改革に係る方針」
（平成24年４月３日閣議決定）に係るフォローアップ調査

（平成24年７月）一覧表

＜各評価等の項目数＞ ＊各評価の意味は、次ページ参照。

・○ ： 計 26 項目

・◇ ： 計 １ 項目

・△ ： 計 83 項目

・× ： 計 ０ 項目

総計 110 項目

資料３



 

 

（○）閣議決定の内容等に応じて対応が行われ、事案そのものが既に解決したもの※１ 

（◇）閣議決定では事案そのものの解決が求められていたものの、解決していないもの※２ 

（△）閣議決定のとおり検討や論点整理が行われたもの※３ 

（×）閣議決定のとおり検討や論点整理が行われていないもの※４ 

 

 

【注（解釈）】 

※１ 閣議決定を受けて、検討や論点整理だけでなく、何らかの措置が行われ、事案そのものが既に解決したもの 

※２ 閣議決定を受けて、検討や論点整理が行われたが、結論として当面は特段の措置は行わないとされたもの 

※３ 閣議決定を受けて、検討や論点整理が行われたが、更なる検討が行われているなど、引き続き何らかの動きが見込まれるもの 

※４ 閣議決定を受けても、検討や論点整理が行われていないもの 



エネルギー分野における規制・制度改革に係る方針（平成24年４月３日 閣議決定）

番号 事項名 規制・制度改革の内容 実施時期

1

売電用太陽光
発電施設の工
場立地法の取
扱いの見直し

売電用の太陽光発電施設を工場立地法の適用対象
外とすること及び環境施設として位置付けることにつ
いて、事業者の要望及び周辺住民に与える影響を考
慮しつつ検討し、審議会における検討結果を踏まえ、
見直しを行う。

平成24年
７月まで
に検討・
結論、結
論を得次
第措置

経済産業省 工場立地法施行令（昭和49年政令第29号）の一部
を改正し、太陽光発電施設について、工場立地法
上の届出対象施設から除外した。（平成24年６月１
日施行）
また、工場立地法施行規則（昭和49年大蔵省、厚
生省、農林省、通商産業省、運輸省令第１号）の
一部を改正し、売電用の太陽光発電施設につい
て、工場立地法上の環境施設に位置付けた。（平
成24年６月15日施行）

○

2

市街化調整区
域における太陽
光発電設備の
付属施設の取
扱いの明確化

太陽光発電設備（建築基準法上の建築物でないも
の）の付属施設について、その用途、規模、配置や発
電施設との不可分性等から主として当該付属施設の
建築を目的とした開発行為に当たらないと開発許可
権者が判断した際には、許可が不要であることを周知
する。

平成24年
度措置

国土交通省 「太陽光発電設備の付属施設に係る開発許可制
度上の取扱いについて（技術的助言）」（平成２４年
６月８日付け国都開第２号）を各開発許可権者あ
てに発出し、規制・制度改革の内容を周知した。な
お、当該通知は、国土交通省のホームページにも
掲載している。

○

3

建築物の屋上に
設置する太陽光
発電設備の取
扱いの明確化

建築物の屋上に設置する太陽光発電設備について、
メンテナンス時以外、人が架台下に立ち入らないもの
であって、かつ、架台下の空間を屋内的用途に供しな
いものについては、その設置行為は増築には該当せ
ず、原則として、建築確認は不要であることを周知す
る。

平成24年
度早期措
置

国土交通省 平成24年7月4日に「既存建築物の屋上に太陽電
池発電設備を設置する際の建築基準法の取扱い
について」（平成24年7月4日建築指導課長通知。
国住指第1152号）を発出し、建築物の屋上に設置
する太陽電池発電設備に係る建築基準法の取扱
いを明確化し、特定行政庁及び指定確認検査機
関に対して周知したところ。

○

4

電気主任技術
者の不選任承
認範囲の拡大

太陽電池発電設備に係る電気主任技術者の不選任
承認範囲について、2,000kW未満への引上げ可能性
について検討し、技術動向や安全性の状況を踏まえ
て見直しを行う。

平成24年
度検討・
結論、結
論を得次
第必要に
応じ措置

経済産業省 他の発電方式との比較の観点も交えながら、太陽
電池設備に対する技術動向や事故事例、現状の
保安体制等を踏まえた安全性の調査を行い、当該
設備のが有するリスク及び本改正の影響を踏まえ
た安全性等を検証するため、一定規模のデータ収
集や技術的検討を開始したところ。
引き続き検討を進め、年度内に結論を得る。引き
上げる方向で結論が得られた場合、電気事業法施
行規則の改正を行う。

△

○太陽光発電施設のラ
ンニングコスト負担の削
減につながるよう、安全
性の検証を前提としつつ
更なるスピード感を持っ
て結論を得る必要があ
る。

5

太陽熱等に関す
る環境価値取引
促進のための熱
量推計方法の
確立

サンプリング調査を基にした熱量の推計は計量法上
の諸規制の適用対象外であるところ、グリーン熱証書
の普及を図るべく、技術的な実証を重ねることにより、
再生可能エネルギー熱に係る熱量推計手法を確立す
る。

平成25年
度結論

経済産業省 再生可能エネルギー熱に係る熱量推計手法の信
頼性を高めるため、全国111箇所に再生可能エネ
ルギー熱利用設備及び計測機器を設置するととも
に、計測データの収集、分析を行っているところ。
平成25年度中に計測手法の確立を目指す。
将来的には環境価値を取引出来るよう、必要な信
頼性を確保するため、引き続き実証データの収
集、分析を行い、熱量推計手法の信頼性向上を図
る。

△

○グリーン熱証書の普及
のため、熱量推計手法の
確立においては、みなし
など簡易な計量手法の
導入に向けて実証を進め
るべきである。
○みなし計量のみなら
ず、計量法上の特定計量
器によらない簡易な計測
手法に基づく環境価値取
引についても検討の範囲
に含めつつ、実証事業を
進めるべきである。

所管省庁 実施状況
進んだ取組・
残された課題

評
価

指摘事項問題意識

エネルギー分野における規制・制度改革に係る方針（平成24年４月３日 閣議決定）における決定内容

1/26 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成24年７月１日時点のものである。



番号 事項名 規制・制度改革の内容 実施時期
所管省庁 実施状況

進んだ取組・
残された課題

評
価

指摘事項問題意識

エネルギー分野における規制・制度改革に係る方針（平成24年４月３日 閣議決定）における決定内容

7

風力発電に係る
環境影響評価
の手続迅速化
②（書類の受理
に係る手続適正
化）

風力発電に係る環境影響評価の手続について、書類
の受領に際しては、評価項目の不足等の形式面に限
定した確認にとどめ、書類の提出前の事前確認は事
業者の求めに応じて行うものであり、国から求めるこ
とはない旨を周知徹底する。

平成24年
度措置

経済産業省 原子力安全・保安院ホームページに、事前の相談
等は方法書等の届出の要件ではないこと、届出は
当該文書の法定の様式要件が整っていれば受理
することを明記した。
また、公開の場で行っている原子力安全・保安院
長の私的諮問機関である「環境審査顧問会」にお
いて、本措置を実施する旨を報告し、関係する資
料は傍聴者にも配付した。なお、環境審査顧問会
全体会の資料は、傍聴できなかった方でも提供し
ている。
風力発電所が環境影響評価法の対象となる平成
２４年１０月１日を前に、風力発電事業者から照会
等があった場合にも、積極的にこの措置の内容を
説明し、伝えることとする。

○

8

風力発電に係る
環境影響評価
の手続迅速化
③（低周波音に
関する取扱い）

風力発電に係る環境影響評価においては、低周波音
について環境基準がなくとも、これまでの審査実績等
から遅滞なく適切に審査をすることが可能であること
を周知徹底する。

平成24年
度措置

経済産業省 原子力安全・保安院のホームページに「風力発電
に係る環境影響評価における低周波音の取扱い
について」を掲載し、風力発電に係る環境影響評
価においては、低周波音について環境基準がなく
とも、遅滞なく適切に審査をすることが可能である
旨周知した。
また、公開の場で行っている原子力安全・保安院
長の私的諮問機関である「環境審査顧問会」にお
いて、上記ＨＰ掲載の紹介を行い、関係する資料
は傍聴者にも配付した。なお、環境審査顧問会全
体会の資料は、傍聴できなかった方でも提供して
いる。
風力発電所が環境影響評価法の対象となる平成
２４年１０月１日を前に、風力発電事業者から照会
等があった場合にも、積極的にこの措置の内容を
説明し、伝えることとする。

○

6

風力発電に係る
環境影響評価
の手続迅速化
①（審査手続の
簡素化・迅速
化）

風力発電に係る環境影響評価について、事業者に煩
雑かつ過重な手続を要求しないよう、評価項目の絞り
込みや経済産業省が行う各審査段階の審査事務に
係る標準処理期間をそれぞれ１か月以内に短縮する
など、手続の簡素化・迅速化を行う。

平成24年
度措置

経済産業省 「発電所の設置又は変更の工事の事業に係る環
境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、
予測及び評価を合理的に行うための手法を選定
するための指針、環境の保全のための措置に関
する指針等を定める省令」（平成十年通商産業省
令第五十四号）の改正についてパブリックコメント
を行った。その中では、環境影響評価の評価項目
を選定するにあたって事業者が参考にすべき項目
（参考項目）に関し、例えば施設の稼働による振動
など、他の発電所においては参考項目としている
項目について風力発電所では参考項目とはしてい
ない。7月中に公布、10月１日施行予定。
なお、経済産業省が行う各審査段階の審査事務に
係る処理期間をそれぞれ１か月以内に短縮する点
については、本年10月に風力発電所に係る環境影
響評価が開始次第、個別の審査において実施して
いく。

△

2/26 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成24年７月１日時点のものである。



番号 事項名 規制・制度改革の内容 実施時期
所管省庁 実施状況

進んだ取組・
残された課題

評
価

指摘事項問題意識

エネルギー分野における規制・制度改革に係る方針（平成24年４月３日 閣議決定）における決定内容

9

自然公園におけ
る風力発電施設
の審査に関する
技術的ガイドラ
インの見直し

風力発電施設の審査に関する技術的ガイドラインに
ついて、環境影響評価法との関係を整理するととも
に、個別事例の検証を行いながら実態把握を進め、
必要な見直しを行う。

平成24年
度措置

環境省 風力発電施設の審査に関する技術的ガイドライン
については、平成22年６月、「規制・制度改革に係
る対処方針」の閣議決定を受け策定し、平成23年
３月に公表したところであるが、環境影響評価法と
の関係を整理するとともに、個別事例の検証を行
いながら実態把握を進めるために、風力発電事業
者からの意見聴取等を実施中。

△

10

風力発電の導
入促進に係る審
査の一本化

風力発電設備（洋上風力発電設備を含む）に関する
審査について、建築基準法上の審査基準と電気事業
法上の電気工作物に求められる技術基準の内容を整
理した上で、太陽電池発電設備と同様に電気事業法
上の審査に一本化することについて検討し、結論を得
る。
なお、審査の一本化の検討に際しては、「規制・制度
改革に係る対処方針」（平成22年６月18日閣議決定）
１．③再生可能エネルギーの導入促進に向けた規制
の見直し（風力発電の導入促進に係る建築基準法の
基準の見直し）に基づき、建築基準法における評価基
準の妥当性に関する検討結果を踏まえた整理を行
う。

平成24年
度検討・
結論、結
論を得次
第措置

経済産業省
国土交通省

（経済産業省、国土交通省）
風力発電設備について、太陽電池発電設備と同様
に電気事業法上の審査に一本化することについて
は、両省で協議を進めているところ。
経済産業省においては、建築基準法における審査
の方法や実態等について調査中であり、引き続き
検討を進める。
なお、国土交通省においては、風力発電設備に関
する構造基準の合理化について、一般社団法人
日本風力発電協会と協議を進めているところ。一
部は、本年度上半期で結論を得る予定。

△

○審査の一本化に係る
検討を進めるためにも、
まずは、風力発電設備に
関する構造基準の合理
化について速やかに結
論を得た上で措置すべき
である。

11

風力発電施設に
係る航空障害灯
等の設置免除
の基準の緩和

風力発電施設に係る航空障害灯及び昼間障害標識
の設置免除の基準について、航空機の航行の安全の
確保に留意しつつ、海外の基準の状況を精査し、設
置間隔の拡大について検討し、結論を得る。

平成24年
度検討、
平成25年
度早期結
論

国土交通省 現在、国内における風力発電施設の設置状況及
び当該施設に対する航空障害灯の設置状況を確
認しているところ。

今後は、海外における風力発電施設に対する航
空障害灯の設置基準及び設置状況等の実態調査
等を踏まえ、航空障害灯の設置間隔の拡大につい
て検討を進める。

△

○国内における現在の
航空障害灯の設置状況
は東京/大阪航空局への
届出の確認を軸に早急
に把握されたい。
○海外における風力発
電施設に対する航空障
害灯の設置基準及び設
置状況等の実態調査に
ついては、国土交通省が
行ったヒアリングにおい
て、事業者から示された
情報も参考に早急に着
手されたい。

3/26 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成24年７月１日時点のものである。



番号 事項名 規制・制度改革の内容 実施時期
所管省庁 実施状況

進んだ取組・
残された課題

評
価

指摘事項問題意識

エネルギー分野における規制・制度改革に係る方針（平成24年４月３日 閣議決定）における決定内容

13

自然公園内にお
ける地熱発電施
設の設置に関す
る規制の見直し
②（優良事例の
形成の検証）

我が国の将来の地熱開発が適切に進められるよう、
優良事例の形成を図る中で得られる知見等に基づ
き、国立・国定公園内において風致景観や自然環境
の保全と再生可能エネルギーの利用の高いレベルで
の調和が図られる地熱開発についての検証を行う。

平成24年
度以降順
次措置

環境省 平成24年３月27日に環境省より通知した「国立・国
定公園内における地熱開発の取扱いについて」
（平成24年３月27日付け環自国発第120327001号
環境省自然環境局長通知）について、環境副大臣
が統括する「自然と調和した地熱開発に関する検
討会議」を設け、風致景観や自然環境の保全と地
熱開発を高いレベルで調和させる具体的な戦略の
検討・フォローアップを行うことを目的として、地熱
開発事業者等に対して説明会・意見交換会等を開
催しているところ。

△

○「自然と調和した地熱
開発に関する検討会議」
において、現在行われて
いる事業者ヒアリング及
び地熱開発に係る課題
検討を継続して実施して
いくことが必要である。
○今後の環境省の地熱
開発に関する施策を検討
するに当たり、関係省庁
を交えた協議を引き続き
行っていくことが必要で
ある。

平成24年３月27日、「国立・国定公園内における地
熱開発の取扱いについて」（平成24年３月27日付
け環自国発第120327001号環境省自然環境局長
通知）を発出。

○12

平成23年
度措置

自然公園内にお
ける地熱発電施
設の設置に関す
る規制の見直し
①（通知の見直
し）

国立・国定公園内における地熱発電施設を６箇所に
限定するという通知を廃止するとともに、国立・国定公
園の区分や地熱発電の開発段階に応じた許可方針
について、風致景観や自然環境の保全と再生可能エ
ネルギーの利用の高いレベルでの調和を図る観点か
ら、国立・国定公園内での地熱発電について、以下の
事項を可能とするための通知を環境省から発出す
る。
・地熱資源の状況を把握するために広域で実施する
ことが必要な調査であって、地表に影響がなく原状復
旧が可能なもの等一定の要件を満たすものについて
は、特別保護地区及び第１種特別地域を含め、国立・
国定公園全域において許可可能であること。
・普通地域については、風景の保護上の支障がない
もの等について、地熱開発を認めること。
・普通地域、第２種及び第３種特別地域において、小
規模の地熱発電やバイナリー発電等で一定の要件を
満たすものについては認めることとし、その促進のた
め地域への情報提供を行うなど積極的な取組を進め
ること。
・普通地域又は公園外から第２種・第３種特別地域内
の地下への傾斜掘削による地熱利用については、特
別地域の地表への影響がないこと等一定の要件を満
たすものは許可可能であること。
・第２種・第３種特別地域における垂直掘削及び発電
施設の設置は、景観保全等に特別な配慮を要する地
域であることを踏まえ、自然環境の保全と地熱開発の
調和が十分に図られる優良事例の形成を検証しつ
つ、実施すること。その際、地域での合意形成や環境
への影響を軽減する技術の投入など特段の取組が
行われる事例を具体的案件として選択すること。

環境省

4/26 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成24年７月１日時点のものである。
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14

ボイラー・タービ
ン主任技術者へ
の外部委託の
導入

小型の設備に関して、ボイラー・タービン主任技術者
への外部委託の導入を可能とする方向で検討し、結
論を得る。

平成24年
度検討・
結論

経済産業省 平成24年3月30日付けで「主任技術者制度の解釈
及び運用（内規）」を改正し、自家用電気工作物で
ある火力発電設備については、ボイラー・タービン
主任技術者を自社の従業員以外の派遣労働者等
から選任することを可能とし、小型の火力設備に
関しては資格を持たない者からの選任を可能とす
る許可選任の対象範囲を拡大する措置を講じた。
さらに、平成24年4月17日付けで電気事業法施行
規則及び平成二十三年経済産業省告示第三十八
号を改正し、一定の条件を満たす小型のバイナ
リー発電設備に係るボイラー・タービン主任技術者
の選任を不要とした。

○

15

地熱発電所の
熱水の多目的
利用

水質汚濁防止法の趣旨を踏まえ、熱水の多目的利用
についての基本的な考え方を整理し、周知する。

平成24年
度措置

環境省 地熱発電を予定している事業者等からの情報収集
を行っているところ。

△

○地熱発電を予定してい
る事業者だけでなく既存
の地熱発電事業者との
情報交換も積極的に行
い、熱水の多目的利用を
促進する方向で検討を進
めるべきである。

17

小型蒸気・バイ
ナリー発電機の
溶接事業者検
査に関する見直
し

発電設備等の電気工作物のうち、発電に用いる他の
機械又は器具を冷却する目的で用いられる冷却器に
ついては、安全上のリスクが低い可能性があることか
ら、溶接事業者検査の対象外とする方向で検討し、結
論を得る。

平成24年
度措置

経済産業省 省令で定める火力発電所（地熱発電所を含む）に
係る溶接事業者検査の対象となる電気工作物に
ついては、「冷却器」は含まれない旨をホームペー
ジに掲載するとともに、関係団体等へ周知を行っ
た。 ○

小型の蒸気・バイナリー発電をはじめとする火力発
電設備に関する技術基準及び使用前自主検査の
考え方について、閣議決定に沿うように整理して周
知すべく検討中。
求められている内容を含めた考え方をまとめ、
ホームページへの掲載等の周知を行う。

△

○世界で広く使われてい
るASME規格の海外製品
を使用する際にも、電気
事業法の技術基準を満
たすか否かが不明確等
の理由により、設置者が
設計変更を要するか直ち
に判断できず、小型蒸
気・バイナリ―発電の円
滑な設置の妨げとなって
いる。
○一般社団法人日本機
械学会作成の「発電用火
力設備規格（2005年追補
版)」及び「同（2008年
版）」の技術基準への採
用について早期審査を期
待する。

16

小型蒸気・バイ
ナリ―発電機の
使用前審査に係
る取扱いの周知

圧力容器の構造強度等を定めた技術基準は性能規
定化されており、その適合性については設置者の自
主保安の範囲において確認されるべきことを周知徹
底する。
その際、小型蒸気・バイナリ―発電機に用いる圧力容
器について、設置者として技術基準への適合を確認
した範囲に限り、国内外の標準規格で製造された規
格品について、現状でも使用前自主検査の合理化は
可能である旨を併せて周知徹底する。

平成24年
度措置

経済産業省
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19

取水管理の柔
軟化による効率
的な運用

許可取水量の管理方法に関しては、出力抑制運転の
改善のため、小水力発電の実態を踏まえ、発電事業
者と共同で、より効率的な取水ルールの策定を行う。
あわせて、従属発電の取水量報告は、発電出力から
の換算による方法、あるいは従属元の取水量と発電
使用水量が同量であれば、従属元の取水量でもって
報告する方法など、実測以外の簡便な方法によること
が可能である旨、周知徹底する。

平成24年
度検討・
結論、結
論を得次
第措置

国土交通省 出力抑制運転の改善のための取水ルールについ
ては、原案を平成24年4月に作成し、現在、小水力
発電における適用について、小水力発電事業者と
共同で検討を行っているところ。

従属発電の取水量報告については、平成24年5月
28日付けで事務連絡を発出し、周知済み。

△

20

小水力発電に係
る従属発電に関
する登録制の導
入

農業用水の水路など既許可水利権の範囲内での従
属発電については、河川の流量への新たな影響が少
ないことから、従属発電における適正な水利使用を担
保する措置、費用負担、従属元である農業用水等の
利水者と発電事業者との関係等について整理を行
い、手続の簡素化・合理化を図るため、登録制を導入
する。

平成24年
度検討、
可能な限
り速やか
に措置

国土交通省 従属発電における適正な水利使用を担保する措
置、費用負担、従属元である農業用水等の利水者
と発電事業者との関係等について、整理、検討を
進めているところ。

△

○登録制の導入により事
業者の負担を軽減すべ
く、事前審査のような運
用が残らないよう配慮す
る必要がある。
○農林水産省など、関係
省庁と協議を行いつつ、
制度設計を進められた
い。

○小水力発電事業者の
ニーズを踏まえた見直し
となるよう検討段階から
十分にコミュニケーション
をとりながら進める必要
がある。
○②、④、⑤の事項に係
る平成24年５月28日付事
務連絡をホームページに
て公表することを検討さ
れたい。

水利使用区分については、経済産業省と協議を
行いながら、具体的な区分の方法について、検討
を行っているところ。

手続の簡素化・円滑化に向けた対応については
以下のとおり。
・①発電水利使用許可に係る添付書類及び添付
図書について、現在必要とされている項目を整理
のうえ、平成24年7月中に審査の実態を調査する
予定。

・③小水力発電の設置が河川環境に与える影響に
ついては、平成23年より調査研究に着手している
ところであり、今後更にデータの収集や調査・研究
を進める。

・②、④、⑤の事項については、平成24年5月28日
付けで事務連絡を発出し、周知済み。

△18

小水力発電に係
る河川法の許可
手続の簡素化

一定の流量や発電規模等の要件に該当する小規模
な水力発電については、関係機関と調整し、水利使
用区分を例えば「準特定水利使用」として大規模な水
力発電とは異なる取扱いとする方向で検討し、結論を
得る。
また、水利権取得申請について、以下のような手続の
簡素化・円滑化に向けた対応を行う。
①発電水利使用許可に係る添付書類及び添付図書
について、審査の実態を調査の上、審査に最低限必
要なものに簡素化する方向で検討し、整理を行う。
②使用水量の算出の根拠について、取水地点で10年
間の実測資料がない場合は、取水地点と近傍観測所
等のデータとの相関関係等から算出されたデータを
根拠とすることが可能であり、またやむを得ず近傍観
測所等が保有しているデータが10年間分に満たない
場合には、その保有するデータを算出根拠とすること
が可能である旨、周知徹底を行う。
あわせて、河川管理者が所有する河川の流量データ
等については、申請者のニーズに応じ提供する。
③小水力発電が、河川環境に与える影響度を合理的
な根拠に基づいて判断できるよう、海外事例等各種
データの収集や調査・研究を進め、維持流量の設定
手法の簡素化について検討し、中間整理を行う。
④動植物に係る調査を文献調査や聞き取り調査で代
表魚種を選定することが可能である旨、周知徹底す
る。
⑤休止していた小水力発電を再利用する際、河川の
流況、環境等を踏まえた上で、新たな魚類等の環境
調査は省略できる旨、周知徹底する。

平成24年
度検討・
結論、結
論を得次
第措置

国土交通省
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21

小水力発電設
備の保安規制
の見直し

小水力発電設備に係る保安規制について、一般電気
工作物及び事業用電気工作物に関する基準の緩和
に向けて、安全性の検証及び事業者からのデータ等
の収集等を行い、結論を得る。

平成24年
度検討、
結論を得
次第措置

経済産業省 提案者に対し、現行の規制概要を説明した。その
上で、水力発電の開発に当たって支障となってい
る規制の実態を聴取するとともに、規制を見直す
に当たっては、現行の保安レベルを維持すること
が大前提であるため、規制を見直しても保安レベ
ルが維持できることが確認できるデータの提供を
依頼した。その結果、提案者が、保安レベルを維
持できるデータの提供を約した。
今後提案者から提供されるデータを基に、検討を
行う。

△

22

ダム水路主任技
術者の資格要
件の見直し

ダム水路主任技術者免状の交付を受けていない者を
主任技術者として選任することができる制度（許可選
任）の対象範囲について、事業者の意見を踏まえ、安
全性の確証が得られ次第、発電出力区分の上限値に
ついて見直しを行う。

平成24年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

経済産業省 提案者に対し、水力発電の開発に当たって支障と
なっている主任技術者選任制度の実態を聴取する
とともに、規制を見直すに当たっては、現行の保安
レベルを維持することが大前提であるため、規制
を見直しても保安レベルが維持できることが確認
できるデータの提供を依頼した。その結果、提案者
が、保安レベルを維持できるデータの提供を約し
た。
今後提案者から提供されるデータを基に、検討を
行う。

△

○新規の小水力発電の
立地が促進されるよう更
なるスピード感を持って
結論を得る必要がある。

①バイオマス発電の普及促進の観点から、地方自治
体がバイオマス発電燃料につき有価物性を認めた事
例を全国の自治体から幅広く収集・整理し、各自治体
の判断に資する事例集を作成し、周知する。特に、バ
イオマス発電燃料については、有価物性の判断が難
しいものや流通実績が少ないものもあり得ることに留
意し、事例の収集・整理を行う。

平成24年
度措置

△

○平成24年度措置に向
けて早期に着実な進捗を
望む。

②バイオマス発電の普及促進の観点から、本事例集
をより充実した内容にすべく、必要に応じて継続的な
見直しを行い、都度周知する。

平成24年
度以降、
順次実施

△

24

バイオマス発電
燃料に関して廃
棄物か否か判
断する際の輸送
費の取扱い等の
明確化

バイオマス発電に利用されるバイオマス資源につい
て、引渡し側が輸送費を負担し、当該輸送費が売却
代金を上回る場合等当該産業廃棄物の引渡しに係る
事業全体において引渡し側に経済的損失が生じてい
る場合に、燃料として利用するために有償で譲り受け
るバイオマス発電事業者が占有者となった時点以降
については、廃棄物に該当しないことを明確化すべく
検討し、結論を得る。

平成24年
度検討・
結論

環境省 廃棄物か否かを判断する際の輸送費の取扱を明
確化するための地方自治体へのアンケート調査を
進めるべく、準備に着手したところ。

△

○バイオマス発電設備の
立地、利用が促進される
よう更なるスピード感を
持って結論を得る必要が
ある。
○平成17年３月25日付け
環廃産発第050325002号
環境省大臣官房廃棄物・
リサイクル対策部産業廃
棄物課長通知の改正を
行うのみと思料されるとこ
ろ、地方自治体へのアン
ケート調査によりいかな
る付加情報を得ようとし
ているのか不明である。

23

バイオマス発電
燃料の普及促
進のための判断
事例の整理・周
知

環境省 地方自治体がバイオマス発電燃料につき有価物
性を認めた判断事例を全国の自治体から幅広く収
集するためのアンケート調査を進めるべく、その準
備に着手したところ。
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25

サーマルリサイ
クル条件の見直
し

バイオマス発電の普及促進の観点から、食品リサイク
ル法に基づく食品廃棄物等の熱回収（サーマルリサイ
クル）条件の在り方について、循環型社会形成推進
基本法に定める循環資源の循環的な利用及び処分
の基本原則も踏まえ検討を行い結論を得る。

平成24年
度検討開
始、平成
25年度中
を目途に
結論

農林水産省
環境省

（農林水産省、環境省）
平成19年12月に施行された改正食品リサイクル法
附則第７条において、「政府は、この法律の施行後
５年を経過した場合において、新法の施行の状況
を勘案し、必要があると認めるときは、新法の規定
について検討を加え、その結果に基づいて必要な
措置を講ずるものとする。」と規定されている。
このため、平成24年12月に改正法施行から５年経
過することから、本件については、平成24年度中
に検討を開始することとしている。

△

○ 「日本再生戦略」（平
成24年７月31日閣議決
定）に示された「革新的エ
ネルギー・環境社会の実
現プロジェクト」を踏ま
え、再生可能エネルギー
利用の促進を図る観点
からも、早期に検討を開
始すべきである。

27

再生可能エネル
ギーが導入可能
な耕作放棄地の
区域情報の公
開

耕作放棄地等への再生可能エネルギーの導入可能
性について調査を実施し、農山漁村における再生可
能エネルギーの発電適地マップを公表する。

平成24年
度措置

農林水産省 農山漁村における再生可能エネルギー電気の発
電の具体的な導入可能性を調査する取組への支
援を実施するため、「農山漁村再生可能エネル
ギー導入可能性調査支援事業」の公募を終了し、
助成金交付候補者の選定を行ったところ。 △

28

農地における再
生可能エネル
ギーの設置規制
の見直し

優良農地の確保に支障を生じないことを前提とし、耕
作放棄地を使用するなど地域の農業振興に資する場
合については、再生可能エネルギー設備の設置に関
し、農地制度における取扱いを明確化する。

平成24年
度措置

農林水産省 優良農地の確保に支障を生じないことを前提とし、
耕作放棄地を使用するなど地域の農業振興に資
する場合については、再生可能エネルギー設備の
設置に関し、農地制度における取扱いを明確化す
べく、検討を行っているところ。 △

○閣議決定に沿って、着
実に検討を進められた
い。

バイオマス混焼
発電についての
買取方法の検
討

バイオマス混焼発電について、制度の安定性・公正
性を確保しつつ、事業採算性の向上を図ることができ
るような買取手法について検討し結論を得る。

平成24年
７月まで
に検討・
結論

経済産業省 「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調
達に関する特別措置法」（以下「再生可能エネル
ギー特別措置法」という。）に基づく設備認定の手
続きを規定する省令を平成24年６月18日付で公
布。
この省令において再生可能エネルギー特別措置
法に基づくバイオマス発電の認定を受けようとする
場合の認定要件を明確化し、認定を受けた設備が
調達区分の異なる複数の種類のバイオマスを発
電に用いる場合や、バイオマスとバイオマス以外
を混焼する場合については、それぞれのバイオマ
スの比率を適正計測できる場合には、それぞれの
バイオマスの区分ごとの調達価格にて買取を行う
ことができる旨を規定。
認定申請の方法等について、記載要領やQ&Aを
ホームページに掲載するなどし、事業者の疑問に
対して速やかに対応できるようにしている。

○26
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30

保安林における
許可要件・基準
の見直し②（保
安林の作業許
可）

保安林を再生可能エネルギー設備に供する場合の作
業許可の要件について、再生可能エネルギー事業関
係者等からの実情把握や都道府県の審査の実態把
握等を行い、合理的な運用内容を検討の上、留意事
項として整理し、都道府県等に広く周知する。
その際、保安林機能の維持に支障を及ぼさないと判
断される場合は、現行の通知上の保安林内の作業許
可の基準に照らして、工事のために必要となる道路部
分について拡幅する等の柔軟な対応が可能であるこ
とを明確化する。

平成24年
上期措置

農林水産省 再生可能エネルギー設備に供する場合の保安林
の作業許可の要件について、再生可能エネルギー
事業関係団体及び都道府県へのアンケート及びヒ
アリングを行い、実情把握や審査の実態の把握を
行った。
上記を踏まえ、閣議決定の内容である道路部分に
ついての拡幅等について合理的な理由が認めら
れる場合には柔軟な対応が可能である旨を明確
化した「保安林解除及び作業許可要件に係る留意
事項について」（平成24年６月29日付け林野庁治
山課課長補佐事務連絡）を各都道府県及び各森
林管理局宛に発出するとともに、同留意事項につ
いて再生可能エネルギー事業関係団体に配布し、
周知を図った。

○

○平成24年６月29日付け
林野庁治山課課長補佐
事務連絡「保安林解除及
び作業許可要件に係る
留意事項について」に
沿った運用が地方自治
体の現場で行われている
か引き続きフォローされ
たい。

29

保安林における
許可要件・基準
の見直し①（保
安林の解除の
要件）

保安林を再生可能エネルギー設備に供する場合の指
定解除について、再生可能エネルギー事業関係者等
からの実情把握や都道府県の審査の実態把握等を
行い、合理的な運用内容を検討の上、留意事項とし
て整理し、都道府県等に広く周知する。
具体的には、「他に適地がない」等の用地事情の確認
範囲を、「日本全国」、「地方区分」といった必要以上
に広範囲で求めるのではなく、保安林の配備状況（市
町村内、都道府県内複数市町村、複数県等）を踏ま
えつつ、事業目的に応じて、合理的な理由により明確
化するよう検討し、結論を得る。
加えて、保健保安林や飛砂防備保安林内における施
設整備などにおいて、保安林機能の維持に支障を及
ぼさないと判断される場合には、当該機能に係る代替
施設を設置する必要がないことを明確化する。

平成24年
上期措置

農林水産省 再生可能エネルギー設備に供する場合の保安林
の指定解除について、再生可能エネルギー事業関
係団体及び都道府県へのアンケート及びヒアリン
グを行い、実情把握や審査の実態の把握を行っ
た。
上記を踏まえ、閣議決定の内容である用地事情の
確認範囲や代替施設の設置の必要性等について
明確化した「保安林解除及び作業許可要件に係る
留意事項について」（平成24年６月29日付け林野
庁治山課課長補佐事務連絡）を各都道府県及び
各森林管理局宛に発出するとともに、同留意事項
について再生可能エネルギー事業関係団体に配
布し、周知を図った。

○

○平成24年６月29日付け
林野庁治山課課長補佐
事務連絡「保安林解除及
び作業許可要件に係る
留意事項について」に
沿った運用が地方自治
体の現場で行われている
か引き続きフォローされ
たい。
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①農山漁村における再生可能エネルギー電気の発電
の促進に関する法律案が成立した場合、同法の規定
に基づき市町村の認定を受けた「設備整備計画」に記
載された再生可能エネルギー発電設備を国有林野に
設置するときは、一定条件の下、包括協議において、
公共用、公用又は公益事業の用に供するものとして、
随意契約により、国有林野の使用を認める。

農山漁村
における
再生可能
エネル
ギー電気
の発電の
促進に関
する法律
が成立し
た場合、
その施行
後速やか
に措置

財務省
農林水産省

（財務省、農林水産省）
「農山漁村における再生可能エネルギー電気の発
電の促進に関する法律案」の今後の国会審議状
況などを踏まえ対応。

△

②電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達
に関する特別措置法の規定に基づき、再生可能エネ
ルギー発電設備としての認定を受けた場合、包括協
議において、公共用、公用又は公益事業の用に供す
るものとして、随意契約により、国有林野の使用を認
める。

平成24年
７月の電
気事業者
による再
生可能エ
ネルギー
電気の調
達に関す
る特別措
置法の施
行後速や
かに措置

財務省
農林水産省
経済産業省

（財務省、農林水産省、経済産業省）
「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調
達に関する特別措置法」（以下「再生可能エネル
ギー特別措置法」という。）に基づく設備認定の手
続きを規定する省令を平成24年６月18日付で公
布。
これを踏まえ、再生可能エネルギー発電施設に係
る包括協議を整え、「予算決算及び会計令の規定
に基づき国有財産を随意契約によって売り払い、
又は貸し付けする場合について（協議）」（昭和52
年12月15日付け53林野管第386号林野庁長官通
知）を平成24年６月29日付で改正し、再生可能エ
ネルギー特別措置法に基づき認定を受けた再生
可能エネルギー発電施設について、随意契約によ
り、国有林野の使用を認めることとした。

○

32

補助事業で取得
した財産の有効
利用に係る周知

補助事業で取得した財産を有効利用することで、再生
可能エネルギーの導入促進を図るため、以下につい
て農林水産省ホームページ等を通じて広く周知徹底
する。
①補助事業で設置した農林水産関連施設について、
補助金等の交付の目的に反しない財産処分であれ
ば、届出のみで可とする。
②収益納付条件は、補助事業により収益が生じる場
合の規定であり、自ら設置した施設には適用されな
い。

平成24年
度措置

農林水産省 閣議決定の趣旨を踏まえ、過去に実施した補助事
業により設置した農林水産関連施設について、当
該補助金等の交付の目的に反しない限りにおいて
改良等を行う場合は、当該施設に係る財産処分の
承認権者への届出のみで可能であること、また、
「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法
律」（昭和30年法律第179号）第７条第２項における
収益納付の条件は、補助事業により収益が生じる
場合の規定であり、事業者自らが新たに設置する
施設には適用されないことについて、農林水産省
ホームページに掲載し周知を図った。

○

31

国有林野の貸
付対象に関する
見直し
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33

再生可能エネル
ギー等の系統接
続の円滑化①
（情報開示の拡
大に向けた見直
し）

送配電網や接続可能地点等の系統の受入可能情報
や接続コスト（費用の内訳、工期等）等について、再生
可能エネルギー事業者等から実情把握を行い、必要
な改善点を検討し、更なる情報開示を進めるため、例
えば、閲覧などの手法により広く情報が得られるよう
見直しを行う。

平成24年
度措置

経済産業省 太陽光発電協会、電気事業連合会、電力系統利
用協議会が一同に集まる場を定期的に設け、その
中で再生可能エネルギー事業者の具体的要望を
聞き、電力系統利用協議会ルールの運用や各電
力会社の取り組み等の改善に向け、対応を検討
中。
再生可能エネルギー事業者から申し出のあった発
電設備容量の希望連系点への連系可否等につい
て、事前相談のタイミングで開示する方向で検討
中。
接続コストについては、接続検討回答時に、可能
な範囲で情報開示する方向で具体的な開示項目
等を検討中。

△

○太陽光発電以外の再
生可能エネルギー事業
者にとっても利便性のよ
い情報開示ルールとなる
よう配慮されたい。

34

再生可能エネル
ギー等の系統接
続の円滑化②
（申請手続の見
直し）

系統接続申請を円滑化するため、再生可能エネル
ギー事業者等から実情把握を行い必要な改善点を検
討し、現在電力会社によって異なる系統接続申請書
類や運用ルールを見直し、手続書類の様式を簡素
化・統一化するとともに、標準処理期間の短縮化を図
る。

平成24年
度措置

経済産業省 太陽光発電協会、電気事業連合会、電力系統利
用協議会が一同に集まる場を定期的に設け、その
中で再生可能エネルギー事業者の具体的要望を
聞き、電力系統利用協議会ルールの運用や各電
力会社の取り組み等の改善に向け、対応を検討
中。
接続検討の申し込み等における事務手続きの効
率化のため、手続書類の様式の簡素化・統一化を
行う方向で検討中。

△

○太陽光発電以外の再
生可能エネルギー事業
者にとっても利便性のよ
い手続となるよう配慮さ
れたい。

②送電における広域的運用の拡大については、連系
線の利用方法等を含め、電力システム改革全体の検
討の中で、予断なく総合的に検討を進める。

平成23年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

総合資源エネルギー調査会総合部会電力システ
ム改革専門委員会において検討を進めているとこ
ろ。（夏頃までに中間とりまとめ）

△

①再生可能エネルギーの導入拡大の観点から、隣接
する一般電気事業者の調整力を活用し、更なる系統
連系量拡大を進める（当該内容により、一般電気事業
者による再生可能エネルギー（風力発電等）の系統連
系募集枠を増やすようにする）。

平成24年
度措置

・東日本（北海道電力、東北電力及び東京電力の
電力会社３社）については、昨年９月に既設地域
間連系線や東京電力の調整力の活用、風力発電
出力制御技術の組み合わせによる風力発電の導
入拡大のための実証試験を行う旨を公表。同実証
実験に併せて、昨年度より、北海道電力20万kW、
東北電力40万ｋWの新規募集枠を設定し、募集を
開始済。
・中西日本については、昨年１１月に中部電力、北
陸電力、中国電力、四国電力、九州電力の６社が
相互に協力し地域間連系線を活用した中西日本に
おける風力発電導入拡大を図ることを公表。また、
先行した取り組みとして、本年５月に、北陸電力・
四国電力から、地域間連系線を通じて、中部電力・
関西電力が受電することで、北陸電力・四国電力
の調整力を確保し両エリアの風力発電の拡大のた
めの実証試験を行う旨を公表済。これにより、四国
電力及び北陸電力は、本年５月より、それぞれ連
系可能量をそれぞれ20万ｋW拡大し、受付を開始。

○

35

送電における広
域的運用の拡
大

経済産業省
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36

再生可能エネル
ギー設備に係る
専用線での連系
接続の実施

再生可能エネルギー設備について、既設の施設と設
備規模（特高、高圧、低圧）が異なる場合や需要家が
異なる場合等において、保安上の支障がないこと等
の一定の要件を満たした場合は再生可能エネルギー
設備専用の引込線を別途敷設することを可能とする。

平成24年
度速やか
に措置

経済産業省 平成24年6月29日付け（※）「いわゆる屋根貸しに
よる太陽電池発電設備の取扱い及び電気主任技
術者制度の運用について」により、電気事業者に
よる再生可能エネルギー電気の調達に関する特
別措置法第三条第二項に規定する認定発電設備
では、電気事業法施行規則附則第十七条に基づ
き、保安上の支障がないこと等の一定の要件を満
たした場合には、引込線を別途敷設することを可
能とした。
※平成24年7月24日付けで改正

○

37

固定価格買取
制度における買
取条件の予見
可能性の確保

「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調
達に関する特別措置法」に基づく調達価格について
は、法律上毎年度定めることとなっているが、調達価
格等算定委員会の意見も踏まえつつ、事業者が次年
度以降の価格について予想を立てやすくなるような方
法について検討し結論を得る。

平成24年
７月まで
に検討・
結論

経済産業省 事業者が可能な限り事業計画を立案しやすくなる
よう、調達価格等算定委員会がどのような考え方
で平成24年度の調達価格等の意見集約に至った
かについて、同委員会が取りまとめた「平成24年
度調達価格及び調達期間に関する意見」において
明確化されている。

また、再生可能エネルギー発電事業者が実際に設
備の設置に要した費用については、事後的に経済
産業省に報告することを義務化しており、同省が
概ね半年ごとに当該コストデータを集計し、最新の
動向を把握することとしている。次年度以降に算入
する者に適用される価格については、この情報を
調達価格等算定委員会に報告の上、算定する予
定。

○

38

需要家による再
生可能エネル
ギーの選択肢拡
大に向けた部分
供給取引の明
確化

一般電気事業者や新電力と、グリーン新電力の両者
を活用したグリーン電力の活用が可能である旨につ
いて、ホームページ公開にとどまらず、周知文書を発
出（電力会社、新電力、グリーン新電力）するといった
対応で、速やかに措置する。

平成24年
度早期措
置

公正取引委
員会
経済産業省

（公正取引委員会、経済産業省）
平成２４年６月１日付文書「グリーン電力の部分供
給について」により一般電気業者及び新電力に対
して、一般電気事業者又は新電力とグリーン新電
力の両者を活用したグリーン電力の活用が可能で
ある旨の周知文書を発出。

○

○一般電気業者及び新
電力に留まらず、需要家
の周知も重要であること
から、文書内容のホーム
ページ等での公表を検討
されたい。

39

発電所設置に係
る環境影響評価
の審査手続の
迅速化

風力発電等における環境影響評価手続に活用できる
環境基礎情報の整備・提供を行うとともに、現状の課
題点等について事業者へのヒアリングを行いつつ、評
価項目の絞り込みや審査期間の短縮など、運用上の
工夫によって、環境影響評価法に基づく手続の簡素
化・迅速化を図る。

平成24年
度措置

環境省 平成23年度から、「風力発電等導入等に係る環境
影響評価促進モデル事業」を実施しており、平成
24年度は、風力発電に係る動植物・生態系等の環
境基礎情報の収集・整理を実施している。また、同
事業の中で、風力発電に係る計画段階配慮書段
階の環境影響評価手続に先行的に取り組む事業
者が、配慮書に記載する事項の検討等を行うにあ
たっての支援を実施しており、この成果を活用し
て、評価項目の絞り込みなどの検討を行っていく
予定。
あわせて、事業者へのヒアリングもこれまでに行っ
てきており、運用上の工夫による手続の合理化を
図る。

△

○風力発電については
平成24年10月から環境
影響評価手続の対象と
なることを踏まえ、検討を
加速されたい。
○火力発電、地熱発電に
ついても事業者ヒアリン
グを行い、得られた成果
をもとに手続合理化に早
期に着手すべきである。

12/26 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成24年７月１日時点のものである。



番号 事項名 規制・制度改革の内容 実施時期
所管省庁 実施状況
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40

火力発電所リプ
レースにおける
計画段階環境
配慮書手続の
迅速化

火力発電所のリプレースにおいて、土地の改変等の
環境影響が限定的でかつ温室効果ガスや大気汚染
物質による環境負荷の低減が図られる場合などにお
いては、計画段階環境配慮書手続自体や、その後の
環境影響評価手続に要する時日の短縮が可能となる
よう、運用上の工夫によって、手続の簡素化・迅速化
を図る。

平成24年
度措置

環境省 平成24年3月30日に経済産業省原子力安全・保安
院及び都道府県、環境影響評価法の政令で定め
る市へ送付した「火力発電所リプレースに係る環
境影響評価手法の合理化に関するガイドライン」に
基づき、運用上の工夫による手続の合理化を図
る。
環境影響評価手続に要する時日の短縮について
も、今後具体的な検討を進める予定。

△

○計画段階環境配慮書
手続自体の簡素化・迅速
化について、今後具体的
な検討を進める必要があ
る。

41

火力発電所リプ
レースに伴う既
存工作物の撤
去の扱いの明確
化

火力発電所のリプレースに伴う既存工作物の撤去・
廃棄について、一定期間の経過や事業実施場所等を
考慮した上で、一体の事業としてみなすことが困難な
ケース、又は環境影響が極めて小さいことが明らかで
あり、環境影響評価項目として選定しないことが可能
であるようなケースについて、事業者へのヒアリング
を行いつつ、その結果を整理し明示する。

平成24年
度措置

環境省 事業者へのヒアリングの調整を始めている。今後、
既存工作物の撤去の扱いについても検討を進め
る予定。

△

○環境負荷が低減される
火力発電所へのリプレー
スが促進されるよう更な
るスピード感を持って措
置する必要がある。

42

公営の発電事
業における新電
力の買取参入
の実現

地方公共団体に対して、地方公共団体が行う売電契
約について、一般競争入札が原則である旨を改めて
周知する。また、各地方公共団体における売電契約
の状況について実態調査を行う。

平成24年
度早期措
置

総務省
経済産業省

（総務省）
地方公共団体が行う売電契約について、一般競争
入札が原則である旨、通知により周知。（平成24年
4月25日付け総行行第62号、総財営第36号通知）

また、平成24年4月25日開催の全国財政課長・市
町村担当課長会議で、上記通知について説明。
（経済産業省）

今後、今年度中に、各地方公共団体に対してア
ンケート調査等により契約の実態調査を行う予
定。

△

○経済産業省による契約
の実態調査においては、
随意契約となっている場
合の具体的な理由、長期
契約の場合の中途解約
条件、地方議会による同
意の必要の有無など、踏
み込んで調査されたい。

43

卸・IPPの発電
余力の活用

卸・IPPの発電余力活用契約に関する指針につき、発
電余力が積極活用されるよう、その活用実態をIPP事
業者等に個別にヒアリングする等、実績を調査・分析
の上、速やかに必要な見直しを行う。

平成23年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

経済産業省 平成２３年１１月２４日、「卸・ＩＰＰ電源の発電余力
活用の具体的スキームについて」を公表。発電事
業者を対象にフォローアップ調査を行い、平成２４
年４月に、総合資源エネルギー調査会総合部会電
力システム改革専門委員会において結果を公表。 ◇

○総合資源エネルギー
調査会での議論では、最
適な契約条件は個別事
情により異なるとされた。

44

新規電源設置に
おけるIPP入札
の実施①（kW契
約）

新しい火力入札の指針において、容量（kW）での契約
も含め、入札分以外に係るIPP事業者側の電力供給
先の自由度を確保することを明確化するよう検討し、
結論を得る。

平成24年
度措置

経済産業省 資源エネルギー庁において指針の策定作業を進
めており、今夏～秋を目途に策定・公表する予定。

△

45

新規電源設置に
おけるIPP入札
の実施②（併
売）

新しい火力入札の指針において、IPPが新電力や卸
電力取引所へも同一の電源から電力の併売を行うこ
とを可能である点を明確化（明記）した上で、指針を策
定・公表する。

平成24年
度措置

経済産業省 資源エネルギー庁において指針の策定作業を進
めており、今夏～秋を目途に策定・公表する予定。

△

13/26 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成24年７月１日時点のものである。



番号 事項名 規制・制度改革の内容 実施時期
所管省庁 実施状況
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エネルギー分野における規制・制度改革に係る方針（平成24年４月３日 閣議決定）における決定内容

46

新規電源設置に
おけるIPP入札
の実施③（入札
スケジュール）

新しい火力入札の導入に当たっては、一般電気事業
者に対して電源建設計画をベースとした短中長期の
IPP入札スケジュールを公表するよう、指針を策定・公
表する。

平成24年
度措置

経済産業省 資源エネルギー庁において指針の策定作業を進
めており、今夏～秋を目途に策定・公表する予定。

△

○IPP入札スケジュール
の公表にあたっては、
IPP入札電源の経済性向
上・小売事業者間競争の
活性化の観点から、新電
力等に対して共同調達を
募るプロセスを導入する
こと等を検討すべきであ
る。

47

一定規模以上
の発電事業者
の電気事業法に
おける位置付け
の明確化（公益
特権等）

電気事業法における発電事業者の位置付けについ
て、電力システム改革全体の検討の中で、予断なく総
合的に検討を進める。

平成23年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

経済産業省 総合資源エネルギー調査会総合部会電力システ
ム改革専門委員会において検討を進めているとこ
ろ。（夏頃までに中間とりまとめ）

△

48

発電所建設の
促進（コロケー
ションルールの
整備）

発電所建設の促進については、制度的措置を含め、
電力システム改革全体の検討の中で、予断なく総合
的に検討を進める。

平成23年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

経済産業省 総合資源エネルギー調査会総合部会電力システ
ム改革専門委員会において検討を進めているとこ
ろ。（夏頃までに中間とりまとめ）

△

○今後、詳細設計におい
て、検討テーマとして挙
げて結論を得ることが必
要である。

50

卸電力取引所
の中立化・法定
化（組織の見直
し等）

卸電力取引所の中立化・法定化については、卸電力
取引所のガバナンスの在り方等を含め、電力システ
ム改革全体の検討の中で、予断なく総合的に検討を
進める。

平成23年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

経済産業省 総合資源エネルギー調査会総合部会電力システ
ム改革専門委員会において検討を進めているとこ
ろ。（夏頃までに中間とりまとめ）

△

○卸電力取引所の中立
化を実現するためには、
ガバナンスの見直し、取
引市場監視機能の強化
が必要である。

49

卸電力取引市
場の整備・活性
化（電源の拠
出、マーケットメ
イク等）

卸電力取引所の整備・活性化については、一定規模
の電源の拠出等を含め、電力システム改革全体の検
討の中で、予断なく総合的に検討を進める。

平成23年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

経済産業省 総合資源エネルギー調査会総合部会電力システ
ム改革専門委員会において検討を進めているとこ
ろ。（夏頃までに中間とりまとめ）

△

○リアルタイム市場、中
長期先渡し市場、先物市
場の創設についても検討
すべきである。
○中小規模な新電力の
電源調達に資するよう、
卸電力取引市場の売買
単位を500kWh単位から
引き下げるべきである。
○分散型・グリーン売電
市場について、一定のタ
イミング（例えば半年、1
年）で、取引の状況を確
認し、活用が進んでいな
い場合には、その対応策
を講じるべきである。

14/26 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成24年７月１日時点のものである。
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所管省庁 実施状況
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51

電力系統利用
協議会の中立
化（組織の見直
し）

一般社団法人電力系統利用協議会の中立、公平、透
明性を向上させるための改善等を検討し、結論を得
る。

平成23年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

経済産業省 総合資源エネルギー調査会総合部会電力システ
ム改革専門委員会において検討を進めているとこ
ろ。（夏頃までに中間とりまとめ）
また、紛争解決手続きにおける中立、公平、透明
性を向上させる観点からは、裁判外紛争解決手続
（ADR）に係る法務大臣の認証を取得するため、関
連規程および体制の整備を行い、認証取得申請
済み。

△

平成24年７月23日公表
の「電力システム改革の
基本方針」において電力
系統利用協議会の解消
後の組織として示された
広域運営機関の検討に
あたっては、中立性、公
平性、透明性を担保でき
るよう、監視体制や人員
構成に踏み込んで議論さ
れたい。

52

常時バックアッ
プ・部分供給の
在り方見直し
（価格水準等）

常時バックアップ及び部分供給の在り方については、
その料金体系等を含め、電力システム改革全体の中
で、予断なく総合的に検討を進める。

平成23年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

経済産業省 総合資源エネルギー調査会総合部会電力システ
ム改革専門委員会において検討を進めているとこ
ろ。（夏頃までに中間とりまとめ）

△

○平成24年７月23日公
表の「電力システム改革
の基本方針」に沿って、
早期に「部分供給のガイ
ドライン化」を行うとともに
一般電気事業者に「常時
バックアップ料金の見直
し」を行うよう、促していく
必要がある。
○再生可能エネルギー
普及の観点から、計画的
に30分単位の供給量を
増減させる部分供給のあ
り方を検討すべきであ
る。

53

自家発補給契
約の見直し

自家発補給契約の別契約化を実質的に可能とするた
めの指針を速やかに策定し公表する。また、同指針を
公表した後、その実態を調査・分析の上、問題があれ
ば、当該指針を速やかに見直す等の措置を講じる。

平成23年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

経済産業省 平成２４年３月２８日、「自家発補給契約の運用に
係る指針」を公表。自家発補給契約の別契約化が
実質的に可能であることを明確化。

○

○本指針に示された方式
１、方式２はあくまで例示
であることから、一般電
気事業者において柔軟な
対応がなされるよう促さ
れたい。
○自家発補給契約につ
いては、基本料金が高す
ぎるとの声が自家発設置
者より上がっていること
から、更なる見直しの検
討が必要である。

54

特定電気事業
制度の見直し①
（域内電源比
率）

特定電気事業の在り方については、小売自由化範囲
の拡大の検討と併せて、電力システム改革全体の検
討の中で、予断なく総合的に検討を進める。

平成23年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

経済産業省 総合資源エネルギー調査会総合部会電力システ
ム改革専門委員会において検討を進めているとこ
ろ。（夏頃までに中間とりまとめ）

△

○今後、詳細設計におい
て、検討テーマとして挙
げて結論を得ることが必
要である。

15/26 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成24年７月１日時点のものである。
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所管省庁 実施状況

進んだ取組・
残された課題

評
価

指摘事項問題意識

エネルギー分野における規制・制度改革に係る方針（平成24年４月３日 閣議決定）における決定内容

55

特定電気事業
制度の見直し②
（新電力による
供給）

特定電気事業者に対しては、新電力が保有する発電
所からも電力供給が可能となっている点を、広く周知
する。

平成24年
度早期措
置

経済産業省 特定電気事業制度の見直し内容（新電力保有発
電所からも電力供給が可能となったこと）につい
て、資源エネルギー庁ホームページを通じて広く周
知を行うとともに、特定電気事業者４者に対して、
直接電子メールを通じての周知を行った（平成２４
年６月実施）

○

56

同時同量制度
の見直し

同時同量の在り方については、計画値同時同量制度
等を含め、電力システム改革全体の中で、予断なく総
合的に検討を進める。

平成23年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

経済産業省 総合資源エネルギー調査会総合部会電力システ
ム改革専門委員会において検討を進めているとこ
ろ。（夏頃までに中間とりまとめ）

△

○計画値同時同量制度
の導入等により、平等な
競争条件を整備すべきで
ある。

57

アンシラリー
サービス料金の
見直し（アンシラ
リー市場の創出
等）

アンシラリーサービスの在り方については、その調達
方法等を含め、電力システム改革全体の検討の中
で、予断なく総合的に検討を進める。

平成23年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

経済産業省 総合資源エネルギー調査会総合部会電力システ
ム改革専門委員会において検討を進めているとこ
ろ。

△

○今後、詳細設計におい
て、検討テーマとして挙
げて結論を得ることが必
要である。

58

インバランス料
金の引下げ

インバランス料金の在り方については、その算定方法
等を含め、電力システム改革全体の中で、予断なく総
合的に検討を進める。

平成23年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

経済産業省 総合資源エネルギー調査会総合部会電力システ
ム改革専門委員会において検討を進めているとこ
ろ。（夏頃までに中間とりまとめ）

△

○再生可能エネルギー
普及の観点から、グリー
ン新電力等が太陽光や
風力を使って部分供給を
行う場合について、イン
バランスの許容範囲の拡
張の可能性につき検討
すべきである。
○インバランス料金精算
を需給直前市場の取引
価格に連動させる場合、
市中に存在する電源の
価格が適切に反映された
料金になるようにする必
要がある。

59

託送料金の引
下げ・透明化①
（料金内訳の開
示）

託送料金については、第三者が適切性・妥当性の確
認が行えるよう、「一般管理費等」・「変電費」・「販売
費」の配分比率、事業者ルール、アンシラリーサービ
ス費の算定に係る情報公開を実施する。

平成24年
度早期措
置

経済産業省 資源エネルギー庁において、電気料金情報公開ガ
イドラインを改正し（平成２４年３月３０日）、一般電
気事業者による自主的説明として、料金算定につ
いて、第三者が適切性、妥当性の確認を行えるよ
う「一般管理費、変電費、販売費の配分比率」及び
「アンシラリーサービス費の算定」等について説明
する旨を規定した。

○

○改正した電気料金情
報公開ガイドラインが適
正に運用されているか、
事業者ヒアリング等を通
じてフォローされたい。

60

託送料金の引
下げ・透明化②
（長期増分費用
方式）

託送料金の在り方については、その算定方法等を含
め、電力システム改革全体の検討の中で、予断なく総
合的に検討を進める。

平成23年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

経済産業省 総合資源エネルギー調査会総合部会電力システ
ム改革専門委員会において検討を進めているとこ
ろ。（夏頃までに中間とりまとめ）

△

○今後、詳細設計におい
て、検討テーマとして挙
げて結論を得ることが必
要である。

16/26 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成24年７月１日時点のものである。



番号 事項名 規制・制度改革の内容 実施時期
所管省庁 実施状況

進んだ取組・
残された課題

評
価

指摘事項問題意識

エネルギー分野における規制・制度改革に係る方針（平成24年４月３日 閣議決定）における決定内容

61

系統全体の需
給情報の提供

事業者及び需要家の意見を踏まえつつ、系統全体の
需給状況につき、リアルタイムに近い形での情報提供
が進むよう、検討し結論を得る。

平成24年
度検討・
結論

経済産業省 今夏、政府節電ホームページにおいて、沖縄電力
を除く一般電気事業者９社の電力需給状況を数分
間隔で更新し、掲載しているところ。

○

○事業者によれば、電力
需給の状況のみならず、
時間毎の電源比率や発
電効率に係る情報の提
供など、効果的な負荷平
準化につながる情報の提
供を求める声がある。

62

低圧託送制度
の創設①（早期
ルール化）

全量買取制度の導入に当たり、発電側が低圧、需要
側が高圧以上となるケースでも、一般電気事業者の
配電網の利用（託送）が可能となるよう、検討し結論を
得る。

平成24年
７月まで
に検討・
結論

経済産業省 発電側が低圧電源の場合でも託送供給が可能と
なるよう、一般電気事業者全社から国に対して託
送供給約款の特例承認の申請があり、国において
承認した（平成２４年６月承認、７月より実施）。 ○

64

自己託送サービ
スの在り方（需
要場所の要件
緩和等）

自己託送サービスの在り方については、需要場所の
要件の緩和等を含め、電力システム改革全体の中
で、予断なく総合的に検討を進める。

平成23年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

経済産業省 総合資源エネルギー調査会総合部会電力システ
ム改革専門委員会において検討を進めているとこ
ろ。（夏頃までに中間とりまとめ）

△

○供給の多様化を実現
する手段として、自家発
自家消費の延長としての
自己託送は重要であり、
需要場所などの要件の
緩和が必要である。

○

○通常の電力メーターで
計量された場合は、月単
位の実績しか把握できな
い。
○新電力による低圧電源
の日々の買取量は、１ヶ
月間の発電実績を日数
で均等割する方式とされ
ているところ、新電力に
課されている同時同量の
予見性を向上する観点
から、低圧電源の30分単
位の発電カーブの「型」を
系統運用者等が予め作
成する、事前のプロファイ
リング方式の採用を検討
すべきである。

63

低圧託送制度
の創設②（メー
ター仕様）

全量買取制度の導入に当たり、低圧での電力買取り
については、通常の電力メーターでも対応可能となる
よう、検討し結論を得る。

平成24年
７月まで
に検討・
結論

経済産業省 発電側が低圧電源の場合における託送供給にお
いて、通常の電力メーターでも対応が可能となるよ
う、一般電気事業者全社から国に対して託送供給
約款の特例承認の申請があり、国において承認し
た（平成２４年６月承認、７月より実施）。

17/26 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成24年７月１日時点のものである。



番号 事項名 規制・制度改革の内容 実施時期
所管省庁 実施状況

進んだ取組・
残された課題

評
価

指摘事項問題意識

エネルギー分野における規制・制度改革に係る方針（平成24年４月３日 閣議決定）における決定内容

①経済産業省において、非常時に自営線で電力を融
通する行為のうち、非常時における電力を確保する必
要が特に高い施設であって、かつ、自営線を用いて電
力融通することで必要な電力を確保することが相当で
あると考えられる事案について検討する。

平成24年
度検討・
結論

経済産業省

△

②国土交通省においては、それらに該当する自営線
に係る占用許可に当たって適切な配慮を行うよう、各
道路管理者に周知する。

結論を得
次第措置

国土交通省

△

66

自営線供給に関
する要件緩和措
置②（陸電供
給）

移動用発電機の取扱いにつき、発電船による陸上へ
の電力供給方法を含め、分かりやすい形での周知を
図る。

平成24年
度早期措
置

経済産業省 移動用発電機の取扱いについて、発電船による陸
上への電力供給における手続き等を含めて、原子
力安全・保安院ホームページにおいて周知を行っ
た。 ○

68

スマートメーター
の導入促進②
（高圧スマート
メーターの国際
調達）

高圧スマートメーターに関しても、マルチベンダ化によ
るコスト低減と量産確保による導入の早期化を実現す
るために、一般電気事業者の系統運用部門に対して
オープンな形で実質的な競争がある入札（国際調達
手続等）を行うことを原則とすべく、検討し結論を得
る。

平成24年
度検討・
結論

経済産業省 スマートメーターの調達については、「電気料金
制度・運用の見直しに係る有識者会議報告書」に
おいて、「効率的な調達の観点からオープンな形で
実質的な競争がある入札を行うことを原則」、「料
金算定プロセスにおいて、入札を経たものは、落
札価格を適正な原価とみなし、入札を経ない場合
においては、例えば、入札した場合に想定される
価格を基準として査定を行うことが適当」とされて
いるところ。引き続き、電気事業者に対して、効率
的な調達を促していく。

△

○オープンな形で実質的
な競争がある入札が行
われる目途がつくまで
フォローする必要があ
る。

67

スマートメーター
の導入促進①
（高圧メーター仕
様）

引き続き短期的なサービスパルスの活用を最大限図
りつつ、今後導入する高圧以上の需要家に設置する
スマートメーターに関しても電文形式のデータが容易
に抽出できるよう、電文インターフェースについて標準
化すべく、検討を開始する。

平成24年
度検討開
始

経済産業省 高圧以上の需要家を対象として、既に、パルス出
力を前提とする、デマンドコントローラーをはじめと
する需要家側のエネルギーマネジメント機器が一
定数普及しているところ。需給逼迫への対応は喫
緊の課題であることから、まずは高圧以上の全て
のメーターで即時の対応が可能なサービスパルス
の活用を図る観点から、「７１」で示された、「スマー
トメーターからパルスによりＢＥＭＳに表示した電力
量情報をもって、課金および証明サービスを行う方
策」について検討を行い、対応を完了。

高圧以上の需要家に設置するスマートメーター
への電文提供機能の具備に向けた取組としては、
電文のデータフォーマットの整理に向けて検討を
開始する方向であり、今年６月に立ち上げた「ス
マートハウス・ビル標準・事業促進検討会」の「ス
マートメーターＴＦ」等において、必要に応じてフォ
ローする予定。

△

○短期的には引き続き
サービスパルスの活用を
図るとしても、サービスパ
ルス利用には、パルス変
換コストがかかるなどの
課題がある。
○需要家がスマートメー
ターから情報を直接取得
するBルートについて、電
文インターフェース整備
等に向けて、検討のロー
ドマップを策定すべきで
ある。

65

自営線供給に関
する要件緩和措
置①（道路占
用）

（経済産業省）
構造改革特区や総合特区要望において、複数の
自治体から災害による停電等の非常時に自営線
を用いて複数の需要家に電力供給を行うことを可
能とする提案を受けており、各自治体との間で要
望事項の具体化を図りつつ、検討を行っている。

18/26 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成24年７月１日時点のものである。



番号 事項名 規制・制度改革の内容 実施時期
所管省庁 実施状況

進んだ取組・
残された課題

評
価

指摘事項問題意識

エネルギー分野における規制・制度改革に係る方針（平成24年４月３日 閣議決定）における決定内容

69

スマートメーター
の導入促進③
（遅延の見直し）

新電力が一般電気事業者から計測データを受領する
までの時間について、一般電気事業者によって差異
が生じている状況を踏まえ、同時同量制度の在り方
について、電力システム改革全体の中で、予断なく総
合的に検討を進める。

平成23年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

経済産業省 総合資源エネルギー調査会総合部会電力システ
ム改革専門委員会において検討を進めているとこ
ろ。（夏頃までに中間とりまとめ）

△

○今後、詳細設計におい
て、検討テーマとして挙
げて結論を得ることが必
要である。

70

スマートメーター
のインターフェー
ス等の標準化①
（共同調達）

一般家庭用及び高圧以上のスマートメーターの調達
に関しては、一般電気事業者に対して導入計画を早
期に策定させ、本格導入段階にある事業者には具体
的な調達方法も併せて検討することを促すよう、フォ
ローアップを行う。

平成24年
度措置

経済産業省 東京電力において、同社が導入を検討している
スマートメーターの仕様について、国内外の企業
等に対し提案募集（ＲＦＣ）を実施。７月１２日（木）
に、ＲＦＣの結果と、それを踏まえた仕様の見直し
についての基本的な考え方を公表。

各電力会社の取組については、スマートメーター
制度検討会等において、フォローアップを行ってい
く。

△

○東京電力以外の一般
電気事業者でも提案募
集（RFC）を実施する等
オープンで実質的な競争
がある入札が行われる目
途がつくまでフォローする
必要がある。

71

スマートメーター
のインターフェー
ス等の標準化②
（伝送部の扱い
及び課金行為）

スマートメーターからパルスによりBEMSに表示した電
力量情報をもって、課金及び証明サービスを行う方策
について、特定計量器検定検査規則第12条「分離す
ることができる表示機構」から電気計器を除外し、か
つパルスの発信装置をJISにおける型式承認の対象
とするよう計量法における規制の在り方を検討し結論
を得る。

平成24年
度措置

経済産業省 平成２４年６月２１日２４資電部第1４号により、平
成１８年３月３１日１８資電部第３７号「電気の取引
又は証明に係る遠隔検針及び時間帯別契約にお
ける計量値表示の取り扱いについて（平成１８年３
月３１日経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス
事業部長）」の改正通達を施行した。
改正要旨は、取り扱い上の要求事項を満たす場合
には、電気の取引又は証明に係る電気計器にお
いて、電力量に比例して発生する電気的パルスを
受信する機器に表示された値を用いて、電気の取
引又は証明を行うことを適当なものとして取り扱う
こととした。

○

72

需要家の選択
肢拡大のための
小売自由化範
囲の拡大の検
討

小売自由化範囲の拡大については、競争環境整備の
検討と併せて、電力システム改革全体の検討の中
で、予断なく総合的に検討を進める。

平成23年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

経済産業省 総合資源エネルギー調査会総合部会電力システ
ム改革専門委員会において検討を進めているとこ
ろ。（夏頃までに中間とりまとめ）

△

○規制なき独占とならな
いよう需要家の選択肢が
実質的に確保される措置
が必要である。
○低圧部門における公
平な競争環境を確保でき
るよう、低圧託送等につ
いて制度設計を行うこと
が重要である。

19/26 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成24年７月１日時点のものである。



番号 事項名 規制・制度改革の内容 実施時期
所管省庁 実施状況

進んだ取組・
残された課題

評
価

指摘事項問題意識

エネルギー分野における規制・制度改革に係る方針（平成24年４月３日 閣議決定）における決定内容

①公正取引委員会においては、一般電気事業者の市
場支配力及び新電力のシェアが伸びていない状況も
踏まえて、経済産業省における検討の状況も勘案し
つつ、電力市場における競争実態の把握・分析を行
い、検討し、競争政策上の考え方について結論を得
る。

平成24年
度検討・
結論

公正取引委
員会

関係事業者に対するヒアリング等の情報収集を実
施し、電力市場における競争実態の把握・分析・検
討を進めているところであり、経済産業省における
検討の状況も勘案しつつ、平成24年度内に結論を
得る予定。 △

②経済産業省においては、電力市場における競争の
活性化策について、電力システム改革全体の中で、
予断なく総合的に検討を進める。

平成23年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

経済産業省 総合資源エネルギー調査会総合部会電力システ
ム改革専門委員会において検討を進めているとこ
ろ。（夏頃までに中間とりまとめ）

△

○公正取引委員会の分
析結果は電力システム
改革において十分考慮
する必要がある。

①公正取引委員会においては、一般電気事業者間の
供給区域を越えた競争が起きていない状況や、需要
家の全国レベルでの一括受電契約が進まない状況も
踏まえて、経済産業省における検討の状況も勘案し
つつ、電力市場における競争実態の把握・分析を行
い、検討し、競争政策上の考え方について結論を得
る。

平成24年
度検討・
結論

公正取引委
員会

関係事業者に対するヒアリング等の情報収集を実
施し、電力市場における競争実態の把握・分析・検
討を進めているところであり、経済産業省における
検討の状況も勘案しつつ、平成24年度内に結論を
得る予定。 △

②経済産業省においては、電力市場における競争の
活性化策について、電力システム改革全体の中で、
予断なく総合的に検討を進める。

平成23年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

経済産業省 総合資源エネルギー調査会総合部会電力システ
ム改革専門委員会において検討を進めているとこ
ろ。（夏頃までに中間とりまとめ）

△

○公正取引委員会の分
析結果は電力システム
改革において十分考慮
する必要がある。

75

規制分野の電
気料金における
供給約款料金と
選択約款料金
の区分の明確
化

規制分野における電気料金の在り方については、小
売自由化範囲の拡大の検討と併せて、電力システム
改革全体の検討の中で、予断なく総合的に検討を進
める。

平成23年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

経済産業省 総合資源エネルギー調査会総合部会電力システ
ム改革専門委員会において検討を進めているとこ
ろ。（夏頃までに中間とりまとめ）

△

76

需要側の取組
の活用（節電取
引）

需要側の取組の活用については、ネガワット取引等を
含め、電力システム改革全体の検討の中で、予断なく
総合的に検討を進める。

平成23年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

経済産業省 総合資源エネルギー調査会総合部会電力システ
ム改革専門委員会において検討を進めているとこ
ろ。（夏頃までに中間とりまとめ）

△

○今後、詳細設計におい
て、今夏実施されたネガ
ワット取引の課題を整理
し、公正なネガワット取引
市場を整備すべきであ
る。

74

電力市場におけ
る競争活性化策
の検討②（供給
区域）

73

電力市場におけ
る競争活性化策
の検討①（市場
支配力）

20/26 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成24年７月１日時点のものである。



番号 事項名 規制・制度改革の内容 実施時期
所管省庁 実施状況

進んだ取組・
残された課題

評
価

指摘事項問題意識

エネルギー分野における規制・制度改革に係る方針（平成24年４月３日 閣議決定）における決定内容

77

スマートコミュニ
ティの実現

スマートコミュニティの実現については、特定電気事
業の在り方と併せて、電力システム改革全体の検討
の中で、予断なく総合的に検討を進める。

平成23年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

経済産業省 総合資源エネルギー調査会総合部会電力システ
ム改革専門委員会において検討を進めているとこ
ろ。（夏頃までに中間とりまとめ）

△

○スマートコミュニティ実
証における課題・要望に
ついて、要望内容の精
査・具体化を進めつつ、
課題解決のための具体
的方策（規制緩和策等の
制度設計）の検討を深め
る必要がある。

78

住宅・建築物の
省エネ基準の見
直し①（暖房基
準）

住宅の省エネ基準の見直し、及び、第180回国会に提
出した「都市の低炭素化の促進に関する法律案」にお
ける認定低炭素住宅の基準においても、床暖房につ
いて、輻射による効果を考慮し、暖房エネルギー消費
量の評価を行う方向で検討し、結論を得る。

平成24年
度措置

経済産業省
国土交通省

（経済産業省、国土交通省）
住宅の省エネ基準の見直しに向けて、床暖房につ
いて、輻射による効果を考慮し、暖房エネルギー
消費量の評価を行う方向で基礎的なデータの収集
等を進めているところ。
また、「都市の低炭素化の促進に関する法律案」を
本年２月に国会に提出したところ。
「都市の低炭素化の促進に関する法律案」の成立
も踏まえ、すみやかに審議会等において検討を進
める。

△

79

住宅・建築物の
省エネ基準の見
直し②（工程表
の明示）

2020年までに全ての新築住宅・建築物について段階
的に省エネ基準適合義務化を実現するため、関係省
庁が連携しながら検討を行い、2020年までの具体的
な工程（対象、時期、水準）を省エネ法改正に合わせ
て明確化する。

平成24年
度早期措
置

経済産業省
国土交通省

（経済産業省、国土交通省）
平成24年４月に、第４回「低炭素社会に向けた住ま
いと住まい方推進会議」を開催し、住宅・建築物の
省エネ基準適合の段階的義務化へ向けた具体的
な工程案（義務化の対象、時期、水準）を明示し、
平成24年６月までパブリックコメントを募集したとこ
ろ。
（パブリックコメントを踏まえて、工程表を含む『「低
炭素社会に向けた住まいと住まい方」の推進方策
について中間とりまとめ』を７月１０日に公表）

（経済産業省、国土交通省）
２０２０年までに全ての新築住宅・建
築物について段階的に省エネ基準
への適合を義務化することに向け
て、円滑な実施のための環境整備
を着実に図っていく。
ただし、伝統的な木造住宅に関し、
省エネルギー基準への適合義務化
によりこれが建てられなくなるとの
意見や、日本の気候風土に合った
住まいづくりにおける工夫も適切に
評価すべきとの意見などがあること
から、引き続き、関係する有識者等
の参加を得て検討を進める。

△

○伝統的な木造住宅に
ついては一定の配慮をし
つつ、省エネを推進する
観点から全ての新築住
宅・建築物について義務
化の工程の更なる具体
化及び基準の検討を進
めるべきである。

80

住宅・建築物の
省エネ基準の見
直し③（整合性
の確保）

「都市の低炭素化の促進に関する法律案」における認
定基準は、将来には新築住宅・建築物が達成すべき
水準を考慮した誘導基準となるよう検討し、結論を得
る。

平成24年
度早期措
置

経済産業省
国土交通省

（経済産業省、国土交通省）
第180回通常国会に提出中の「都市の低炭素化の
促進に関する法律案」が成立次第、すみやかに国
土交通省、経済産業省、環境省の三省による合同
委員会において検討を開始し、３ヶ月以内に結論
を得る。

△

81

住宅・建築物の
ラベリング制度
の充実

新築住宅及び中古住宅に関して、住宅性能表示制度
等を活用し、住宅の省エネ性能を評価するラベリング
制度の充実を図る。

平成24年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

経済産業省
国土交通省

住宅の省エネ基準を一次エネルギー消費量により
総合的に評価する基準とする方向で見直すため、
基礎的なデータの収集等を進めているところ。
住宅の省エネ基準の見直しを踏まえ、省エネ性能
を評価するラベリング制度の充実に向けた検討を
開始する。

△

21/26 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成24年７月１日時点のものである。



番号 事項名 規制・制度改革の内容 実施時期
所管省庁 実施状況

進んだ取組・
残された課題

評
価

指摘事項問題意識

エネルギー分野における規制・制度改革に係る方針（平成24年４月３日 閣議決定）における決定内容

82

リチウムイオン
電池に係る建築
基準法上の用
途地域ごとの取
扱いの見直し・
明確化

消防法上の見直しを踏まえつつ、事業者要望やこれ
までの事例を検証し、建築基準法上の用途地域別
に、合理的な貯蔵量について、リチウムイオン電池に
関する取扱いを見直す又は明確化すべく、検討し結
論を得る。

平成24年
度検討・
結論

国土交通省 消防法の見直し内容を把握し、事業者要望やこれ
までの事例を検証するため、関係省庁や事業者か
らヒアリングを実施しているところ。その結果等を
踏まえ、リチウムイオン電池に関する取扱いを見
直す又は明確化すべく、検討し結論を得る。 △

83

コンテナに収納
される蓄電池の
取扱いの明確化

太陽光発電以外の用途でも使用される蓄電池及び制
御装置設備等を収納するコンテナのうち、人が内部に
通常入らないなどの一定の要件を満たすものについ
て、建築物に該当せず、建築確認が不要である範囲
を明確化した上で、その旨を技術的助言により周知す
る。

平成24年
度措置

国土交通省 平成24年4月に、事業者ヒアリングを実施したとこ
ろ。今後も引き続き関係者からのヒアリングを実施
しつつ、平成24年度措置に向けて検討を進める予
定。 △

○コンテナ型データセン
ターや太陽光発電付属
設備の収納コンテナに関
する建築基準法上の取
扱いも踏まえつつ、24年
度中の早期に措置された
い。

84

家庭用燃料電
池の技術基準に
関する規制緩和

家庭用燃料電池の技術基準につき、事業者の意見を
踏まえ、安全性に係る技術的確証が得られ次第、見
直しを行う。

平成24年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

経済産業省 提案者から複数回意見聴取を行い、安全性に係る
技術面に関するデータ等の提供を依頼していると
ころ。
今後提案者から提供されるデータ等を基に、検討
を行う。 △

85

コジェネレーショ
ン・燃料電池の
抜本的普及拡
大

コジェネレーション・燃料電池の抜本的な普及拡大を
図るため、諸外国の事例等も参考にしつつ、導入支
援策の在り方や規制・制度面での課題等について総
合的な検討を行い結論を得る。

平成24年
度検討・
結論

経済産業省 本年５月の第２２回総合資源エネルギー調査会基
本問題委員会においては、コジェネレーションの導
入意義と導入促進のための施策の方向性につい
て論点整理がなされたところ。今後はこの論点整
理にしたがい、コジェネレーションの抜本的な普及
拡大を図るための方策について総合的な検討を行
い、結論を得る。

△

○コジェネレーション・燃
料電池が確実に普及促
進されるための方策につ
き更なるスピード感を
持って結論を得る必要が
ある。

86

用途地域による
危険物貯蔵の
規制緩和（防災
型マンションコ
ジェネレーション
備蓄燃料貯蔵
の緩和）

事業者要望やこれまでの事例を検証し、集合住宅に
設ける防災対応を目的としたコジェネレーションの設
置に必要な液化石油ガスの合理的な貯蔵量の基準
について、検討し結論を得る。

平成24年
度検討・
結論

国土交通省 事業者要望やこれまでの事例を検証するため、事
業者や特定行政庁からヒアリングを実施していると
ころ。その結果等を踏まえ、集合住宅に設ける防
災対応を目的としたコジェネレーションの設置に必
要な液化石油ガスの合理的な貯蔵量の基準につ
いて、検討し結論を得る。

△

87

非常時における
LPGエアを使用
する際の高圧ガ
ス保安法または
ガス事業法の適
用について

非常時にコジェネレーションシステムに付随するLPG
エアを使用する際には、高圧ガス保安法またはガス
事業法の適用を受ければよい旨（液化石油ガス保安
法の適用は不要）につき、都道府県に対して周知す
る。

平成24年
度早期措
置

経済産業省 本件については、高圧ガス保安法の適用となり、
ガス事業法及び液化石油ガス保安法の適用には
ならない旨の都道府県に対する周知を準備中であ
る。最終的な文言調整を実施しているところ。

△

22/26 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成24年７月１日時点のものである。



番号 事項名 規制・制度改革の内容 実施時期
所管省庁 実施状況

進んだ取組・
残された課題

評
価

指摘事項問題意識

エネルギー分野における規制・制度改革に係る方針（平成24年４月３日 閣議決定）における決定内容

88

ガスタービン取
替えにおける工
事計画の事前
届出が必要な出
力の緩和

ガスタービンの取替工事について、出力１万kW未満
のものと５万kW未満程度のものについて、爆発や破
片の外部への飛散等の設備損壊時のリスクが同等程
度と評価できるか、また全て同一設計になっているの
かといった点につき、事業者の意見を踏まえ、安全性
に係る技術的確証が得られ次第、見直しを行う。

平成24年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

経済産業省 提案者から複数回意見聴取を行い、安全性に係る
技術面に関するデータ等の提供を依頼していると
ころ。
今後提案者から提供されるデータ等を基に、検討
を行う。 △

89

LNGサテライト
設備の危険物
施設との離隔距
離に関する考え
方の再周知・徹
底

LNGサテライト設備と危険物施設との離隔距離に関し
て、火災予防上安全と認められる場合に緩和がなさ
れるよう、「製造所及び一般取扱所に係る保安距離及
び保有空地について」（平成13年３月29日付け消防危
第40号）を、再度周知徹底する。

平成24年
度早期措
置

総務省 早期に再度周知できるよう調整を図っているとこ
ろ。

△

○調整内容を具体的に
説明されたい（次の四半
期に措置する見込み
か）。

90

農地におけるガ
ス事業の公益特
権の整備及び明
確化

農地の区画・形質に面的な変更を加える場合には、
農地転用許可を受けることが基本であるが、農地に
おけるガス工作物の設置に係る取扱いについて、都
市ガス事業者に対してヒアリングを行い、必要に応じ
て農地制度上の取扱いについて検討を行い、結論を
得る。

平成24年
度検討・
結論

農林水産省 事業者団体からガス工作物の内容等について説
明を受けたところであり、さらに都市ガス事業者か
ら具体的な設置事例等についてのヒアリングを行
い、検討を進める予定である。

△

○都市ガス事業者から具
体的な設置事例等につ
いて速やかにヒアリング
を行い、検討を進めるべ
きである。

91

ガスパイプライ
ン設置コストの
一般負担化（供
給区域内需要
家によるコスト
の一部負担）

今後のエネルギー政策における天然ガスシフトの在り
方を踏まえつつ、供給区域外でのパイプライン設置の
うち、どのような場合において、コストの一部を一般負
担化し、供給区域内の需要家にもコストの一部を負担
させることができるか、需要家の受益と負担の関係等
を踏まえ、天然ガスシフト基盤整備専門委員会等にお
いて検討を行う。

平成23年
度検討、
平成24年
度結論

経済産業省 天然ガスパイプライン整備の在り方については、
「総合資源エネルギー調査会総合部会天然ガスシ
フト基盤整備専門委員会」において専門的検討を
行い、６月に報告書を取りまとめたところ。その中
で、パイプライン整備コスト負担の在り方について
は、「受益者負担の手法・範囲・程度・時点の調整
等に関する『基本的な考え方』を整備基本方針の
中で定めていく必要がある」という方向性が示され
たところ。
今後、整備基本方針の中で基本的考え方を定め、
「各ルートのコスト・事業採算性・社会的効果等に
照らし」、個別ルート毎に一般負担等の手法を含め
た負担の在り方を検討していく。

△

92

土壌汚染対策
法の届出に添付
すべき書類の簡
素化

土壌汚染対策法第４条第１項に基づく届出に必要な
図面とは、土地の形質の変更が行われる範囲を明示
した図面であり、掘削部分と盛土部分が区別して表示
されていれば、道路占用に係る書類で代用可能であ
る旨を周知する。

平成24年
度措置

環境省 土壌汚染対策法第4条第1項に基づく届出の添付
図面が道路占有に係わる書類で代用が可能であ
る旨を、平成24年度中に関係自治体に示すことを
念頭に検討を進めている。 △

93

熱供給事業法
への燃料費調
整制度の導入

熱供給事業への燃料費調整制度の導入について、事
業者の意見を踏まえて、検討し結論を得る。

平成24年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

経済産業省 現在進められているエネルギー政策の見直しの議
論との整合性にも留意しつつ、現行の熱供給事業
制度の課題を抽出し、当該制度の在り方を検討す
る。

△

○本項目に係る検討の
場を設け、論点整理を進
めるべきである。

23/26 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成24年７月１日時点のものである。
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94

熱料金改定時
の認可手続の
見直し

熱料金改定時の認可手続の見直し（値下げ時の届出
制導入）について、事業者の意見を踏まえて、検討し
結論を得る。

平成24年
度検討開
始、結論
を得次第
措置

経済産業省 現在進められているエネルギー政策の見直しの議
論との整合性にも留意しつつ、現行の熱供給事業
制度の課題を抽出し、当該制度の在り方を検討す
る。

△

○本項目に係る検討の
場を設け、論点整理を進
めるべきである。

①天然ガス自動車等に搭載される高圧ガス容器の規
格について、国連欧州経済委員会規則（UNECE規
則）の67番（液化石油ガス自動車）、110番（圧縮天然
ガス自動車）の規格の安全性について民間団体等に
設置される検討会等における検証結果により安全性
が確認された場合には、高圧ガス保安法、容器保安
規則等の見直し等に向けた検討を行う。

平成24年
度以降検
討開始、
結論を得
次第措置

民間団体において安全性の確認を開始。

△

②天然ガス自動車等に搭載される高圧ガス容器の規
格について、国連欧州経済委員会の下の自動車基準
認証フォーラム（WP29)において検討中の、車両等の
型式認証を相互承認する制度（IWVTA）についての合
意内容を踏まえ、IWVTAの窓口である国土交通省と
調整の上措置する。なおWP29におけるIWVTAの議論
においては、我が国が安全と考える高圧ガス容器の
規格について必要な提案を行う。

IWVTAに
ついて
は、2016
年３月ま
での合意
を目指し
ている。

ＷＰ２９においてＩＷＶＴＡを検討中。

△

96

天然ガス自動車
の容器再検査
期間の変更

天然ガス自動車の圧縮天然ガス自動車燃料装置用
容器の容器再検査を実施する期間について、ユー
ザーに承認を得た上で車検と同一のタイミングで行う
よう、各都道府県を通じ、容器再検査所に対して周知
する。

平成24年
度早期措
置

経済産業省 「圧縮天然ガス自動車燃料装置用容器の容器再
検査を実施する期間について（依頼）」（平成２４年
６月１５日付け平成２４・０６・０７原院第１号）をもっ
て、管内の容器再検査所に対する周知依頼を都
道府県に行った。

○

97

天然ガス自動車
等のガス容器取
付けに関する試
験方法の見直し

天然ガス自動車等のガス容器取付けに関する試験方
法について、国際基準調和を図るため、国連自動車
基準調和世界フォーラム等における検討を踏まえ、車
両等の型式認定相互承認協定（略称）に基づく認定
規則の妥当性を検証した上で、国内基準として、導入
する。

平成24年
度以降検
討、結論
を得次
第、速や
かに措置

国土交通省 天然ガス自動車等のガス容器取付けに関する試
験方法について、国際基準調和を図るため、現
在、車両等の型式認定相互承認協定（略称）に基
づく認定規則と国内法とを比較するとともに、今後
の対応方針について、関係各者と検討中。 △

98

圧縮天然ガス自
動車の充填設
備の蓄ガス量上
限の緩和

事業者要望やこれまでの事例を検証し、圧縮天然ガ
ススタンドが必要な地域等における圧縮天然ガス自
動車の充填設備の蓄ガス量について合理的な貯蔵
量の基準を検討し結論を得る。

平成24年
度検討・
結論

国土交通省 事業者要望やこれまでの事例を検証するため、事
業者からヒアリングを実施しているところ。その結
果等を踏まえ、圧縮天然ガススタンドが必要な地
域等における圧縮天然ガス自動車の充填設備の
蓄ガス量について合理的な貯蔵量の基準を検討し
結論を得る。

△

95

天然ガス自動車
等の高圧ガス容
器に関する保安
基準への海外
規格の追加

経済産業省

24/26 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成24年７月１日時点のものである。
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99

圧縮天然ガス自
動車燃料装置
用容器の充填
終了圧力の緩
和

圧縮天然ガス自動車燃料装置用容器の充填終了圧
力等について、安全性を示す十分な実験データ等が
提示された場合には、緩和について検討を開始する。

平成24年
度以降検
討開始、
結論を得
次第措置

経済産業省 民間団体で安全性を示すデータ等について検討を開始。

△

○民間団体が行う安全
性の検証において、実験
データの取り方等を積極
的に提案し、検討を進め
ていくべきである。

100

乗用自動車及び
貨物自動車の
排ガス規制の緩
和（日本と欧州
の排ガス規制の
統一）

乗用自動車及び貨物自動車の排ガス規制について、
国際基準調和を図るため、国連自動車基準調和世界
フォーラム等における検討を踏まえ、速やかに中央環
境審議会等で国内導入について検討し、結論を得次
第導入する。

平成24年
度以降検
討、結論
を得次
第、速や
かに措置

国土交通省
環境省

（国土交通省、環境省）
乗用自動車及び貨物自動車の世界統一試験法
（WLTP）については、我が国も参画のもと国連自
動車基準調和世界フォーラムにおいて2013年中の
合意を目途に検討中。
また、策定後、中央環境審議会等で国内導入につ
いて規制値等の検討を行う必要がある。

△

102

資源有効利用
促進法における
石炭灰の有効
利用用途の拡
大

陸上での「電気事業用の発電設備の建設」「植林事
業」に対して供給される石炭灰について、事業者から
の意見を踏まえ、確実な利用の担保や事業の公益性
等の観点から、有効利用用途の拡大につき検討し結
論を得る。

平成24年
度検討・
結論

経済産業省 資源有効利用促進法における石炭灰の利用用途
について、運用を精査し、見直しを検討していると
ころ。平成２４年度内を目処に結論を出す予定。

石炭灰埋立後跡地の利用用途の具
体的な担保方法等について検討
中。

△

101

超小型モビリ
ティの走行緩和

つくば市における構造改革特別区域制度を利用した
「搭乗型移動支援ロボットの公道実証実験」等の超小
型モビリティに関する様々な実証実験の結果や、諸外
国における法制度の状況等を踏まえ、望ましい利活
用場面を明確にした上で、超小型モビリティが公道を
走行できるよう、速やかに検討を開始する。

平成24年
度以降検
討、結論
を得次
第、速や
かに措置

警察庁
国土交通省

（警察庁、国土交通省）
・構造改革特区制度に係る第21次提案として、つく
ば市より、「搭乗型移動支援ロボットの公道実証実
験事業」におけるロボット公道実験の実施要件の
緩和についての提案が出されたことから、当該実
験における横断歩道の通行等に係る実施基準の
一部を変更することを検討している。また、同第21
次提案において、日本空港ビルデング株式会社か
らも搭乗型移動支援ロボットの走行実験に関する
提案がなされており、つくば市と同様の実施基準で
の実験を認めることを検討している。
・二人乗りの超小型モビリティの公道走行について
も、地方自治体や自動車メーカー等の関係者が先
導導入を行えるよう、認定制度の創設に向けて関
係各者と検討している。
・新たな実施基準に基づいて、つくば市や日本空
港ビルデング株式会社において実施される搭乗型
移動支援ロボットの公道実証実験の結果等を踏ま
えた上で、検討を行う必要がある。

△
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103

環境配慮契約
法における債務
負担年限の見
直し

ESCO事業の導入が進まない現状や課題について、
債務負担年限の見直しも含めて検討を行い、必要に
応じ、環境配慮契約法の見直しを行う。

平成24年
度検討開
始、平成
25年度措
置

環境省 平成24年７月１日現在、環境配慮契約法基本方針
検討会の下に、法の施行状況に関して検討を行う
専門委員会を立ち上げる準備をしており、本課題
についても同専門委員会で検討を行うこととしてい
る。
それに先立ち、ESCO事業の専門家、金融機関、
国等の機関等に対して、課題に関するヒアリング
調査等を開始した。
平成２４年度末を目処に、国等の機関における
ESCO事業の導入が進まない現状や、課題の原因
を明らかにする。

△

26/26 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成24年７月１日時点のものである。


